株式会社若武者ケア 2012
平成２４年９月
株式会社若武者ケア

株式会社浜銀総合研究所
　株式会社若武者ケア（以下、同社）は、一般的に「儲からない」事業と認識されている訪問介護業界において、開業からわずか2年半で損益分岐点50人／月に対して200人／月を超える利用者を獲得し、注目を集める新進の介護保険サービス事業者である。

　創業以後、順調に事業を展開してきた同社であったが、今後の中長期的な経営戦略を考える際に、いくつかの不安要因を抱えていた。

１．同社の企業概要

　同社は、2007年に横浜市港南区で創業された訪問介護事業を主力とする株式会社である。大学院修了後、石油元売やガソリンスタンド経営を手掛ける太陽石油株式会社（東京都千代田区：売上高5千～6千億円）に勤務していた佐藤雅樹氏（以下、佐藤氏）が、経営企画部門や財務部門での業務を通じて企業経営の醍醐味を知り、自らも経営を行ってみたいと考えたことが創業のそもそものきっかけである。

佐藤氏は、「社会の役に立つ」「仕事を通じて自らが成長できる（やりがい）」「今後伸びる産業」といった3点を起業する業界の条件として設定し、会社勤めの傍ら、起業フェア等を通じて様々な業界の情報収集を行う。そうした中で、上記の3点を満たす事業として浮かび上がってきたのが介護事業であった。
業界への参入にあたって、当初はフランチャイズや代理店方式を想定し、大手から中堅クラスまで様々な介護事業者に話を聞いた。しかし、起業専門誌で偶然に見かけた株式会社さくらケア（東京都世田谷区）の代表取締役である荒井氏から、「ノウハウが必要なのは最初だけ」との助言を受け、個人経営での起業を決意、2006年9月に約6年間勤務した太陽石油を退職した。
サラリーマンを辞めた佐藤氏は、職業訓練校で基礎的な介護技術を、また、派遣社員として老人保健施設と特別養護老人ホームで働き介護の実務経験を身に付けた。その後、2007年4月に佐藤氏の身内を含めた3人で訪問介護事業所を開業。社名は、若々しさや勢いをイメージして「株式会社若武者ケア」とした。なお、訪問介護事業を選択したのは、開業資金や事業リスクなどを鑑みて「それしかできなかったから」であった。
実際に開業を進める段階では、前述したさくらケア（東京都世田谷区）の荒井氏にコンサルティングを依頼し、いくつかの開業候補地について要介護者の数（区内で5千人が1つの目安）や訪問効率（住宅が分散していない）、登録ヘルパーの確保可能性、先行する民間企業の経営状況などについてマーケティングリサーチを行い、最終的に横浜市港南区を開業場所として選定した。開業にあたっては「一般的なビジネスの世界における経営常識を、介護業界に取り入れたい」との事業経営に対する思いと「若者とお年寄りの架け橋になりたい」との社会貢献に対する思いが佐藤氏の中にあった。
2007年4月の会社立ち上げ後、同年6月に訪問介護事業所の指定を、同年10月に佐藤氏の母親をケアマネジャーとして居宅介護支援事業所の指定を神奈川県から受け、2008年3月には訪問介護事業所の単月黒字化を実現した。翌2009年の10月には不動産会社で働いていた佐藤氏の友人を責任者として福祉用具貸与・販売事業所を開設した。2010年5月には、同社第2号となる訪問介護事業所を同市南区に、2011年には3ヶ所目の事業所を同市金沢区に開設した。創業から5年が経過し、現在、横浜市南部地域を中心に6ヶ所の訪問介護事業所を展開している。
事業拠点の拡充に合わせて同社のサービスを利用する要介護者数も増加し、2012年9月時点で1ヶ月あたり400人を超える利用者に対してサービスを提供している。
２．外部環境
（１）横浜市の高齢化の状況
　同社が事業を営む横浜市は神奈川県の東部に位置し、神奈川県川崎市や藤沢市、鎌倉市、東京都町田市などの自治体と接する同県の県庁所在地である。政令指定都市として約370万人の人口を有し、そのうち、高齢者数は約76万人（前期高齢者：約41.4万人、後期高齢者：約34.9万人）を占め、今後、一層、高齢化が進展すると予想されている（なお、平成24年1月時点での同市の高齢化率は20.4%）。また、要介護認定者数は増加傾向にあり、最新のデータでは約12.8万人となっている（平成24年8月末時点）。
（２）横浜市南部地域の状況

同社が事業所を有する港南区、南区、金沢区、戸塚区といった地域は、横浜市の南部に位置している。上述の3区に磯子区や栄区、泉区を加えた7つの区で構成される市内の南部地域は、大規模な工場や昔ながらの住宅地、商店街などが沿岸部や急峻な丘陵部に存在するいわゆる「下町」エリアであり、オフィスや商業施設、観光地が集積する西区や中区、京浜工業地帯の一部を形成する鶴見区や神奈川区、新興の住宅地がある港北区や青葉区など市内の他地域と比較して高齢化が進展している。また、介護保険法の施行以来、要介護認定者数についても増加し続けている。
　南部地域には、自営業や農業等を営みながら古くから地元に住む世帯が多く見られる一方で、JR京浜東北線や京急電鉄など東京都心に直結する鉄道路線が通っていることから、都内の企業に勤める会社員やそのOB･OG世帯なども多く、高齢者および要介護者の生活水準や青壮年期の経歴、介護サービスに対するニーズといった面で幅が広い。そのため、サービス提供事業者のスタッフには、介護技術のみならず多様な話題に対応できるだけの一般教養やコミュニケーションスキルなどの接遇技術も求められる。
（３）競合の状況

　横浜市南部の介護保険サービス市場へは地場の民間企業や社会福祉法人、NPO法人の他、全国規模で事業を展開する大手企業など多数の事業者が参入し、様々な介護保険サービスを提供している。ただし、参入事業者が多い半面、市場規模も拡大を続けているため、利用者の奪い合いなどは少なくとも表面上は見られず、競合企業間の関係は友好的である。
同社の主要事業である訪問介護事業に着目して見ると、一部の社会福祉法人が1,000～2,000人／月を超える利用者にサービスを提供しており他の事業者と比較して規模が大きくなっている。しかし、市場全体を独占するほどのシェアを占めているわけではない。また、上位2法人以外の事業者については、利用者数ベースで数十人～100人程度の違いしかなく、事業所の新設等の影響により順位が大きく変動する可能性がある。

（４）サービス相談窓口としての地域ケアプラザ

　横浜市の要介護者が介護保険サービスを利用する手順は、おおむね他の自治体と同様である。ただし、同市における地域ケアプラザ（以下、ケアプラザ）の存在は、他地域と比較して特徴的な点の１つである。ケアプラザは介護保険制度の施行前からある横浜市独自の施設であり、「福祉に関する相談・助言・調整（地域包括支援センター機能）」「通所介護」「地域ボランティア交流」「居宅介護支援」といったサービスを提供し、地域福祉の拠点としての役割を担っている。各施設の運営は公募により選定された指定管理者によって行われているが、業務の内容が高齢者介護の範囲を超えて非常に多岐にわたり、一定の規模を有する事業者でなければ施設を円滑に運営することが困難なため、現時点でケアプラザの管理者として選定されているのは社会福祉法人か医療法人のみとなっている。

介護保険サービスの利用を希望する市民（要介護者）は、行政の窓口か最寄りのケアプラザに相談をするケースが多い。相談を受けたケアプラザでは、①相談者を自施設や地域の居宅介護支援事業所へ誘導する。その後、②誘導先の事業所のケアマネジャーによりケアプランが作成され、③ケアプランに掲載されたサービスの提供がスタートするという流れとなる。そのため、地域の居宅介護支援事業所はケアプラザとの、また、その他の介護事業者は自法人のサービスをケアプランに掲載してもらうため各居宅介護支援事業者のケアマネジャーとの関係構築が利用者獲得のために重要である。
なお、横浜市では、地域ケアプラザの指定管理法人が、相談者に自法人が営む居宅介護支援事業所を紹介することが認められている。

３．内部環境
（１）同社の事業内容
同社は2007年に介護サービスに参入した、業界では比較的後発の企業である。「在宅介護サービスの提供」を事業領域とし、訪問介護、居宅介護支援、福祉用具貸与・販売、保険外サービス、住宅改修などの事業を手がけている。
また、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅などの特定施設、通所系や居住系、地域密着型事業所の運営は手がけておらず、フランチャイズ組織にも創業時から加盟していない。加えて、社会福祉法人やNPO法人などの関連法人も経営していない。
（２）利用者の獲得手法

①ケアマネジャーに対する営業活動
同社では、「事業所の認知度向上」「新規利用者の獲得」「地域情報の収集」といった点を目的として、創業以来、サービス提供エリア内のケアマネジャーに対して営業活動を行っている。
具体的な営業対象先は、自事業所を中心に半径5kmの円の範囲内にある居宅介護支援事業所である。例えば、同社の創業事業所である港南事業所のケースを見ると、同社が第一エリアと位置づける港南区・磯子区・栄区のほぼ全数にあたる100件の事業所を毎月訪問している。また、入院や死亡等による休・廃止率が経験的に高くなることが分かっている8月や11月には、南区と金沢区、戸塚区（第二エリア）の居宅介護支援事業所100件も合わせた合計200件の訪問を行っている。この100件、あるいは200件という事業所の中には、同社と競合する訪問介護事業者が運営をしている居宅介護支援事業所も含まれる。しかし、そうした事業所であっても、単価の低い仕事や割の悪い仕事であれば紹介をしてくれる可能性があり、そこで紹介を受けた利用者に真摯に対応することで以後のケアマネジャー側の姿勢が好意的になるケースもある。そのため、原則として全数訪問を行っている。また、限られた地域内の居宅介護支援事業所を毎月訪問するため、単純に見積もっても同一の事業所を年間12回訪問することとなるが、人材の入れ替わりや事業所の開廃業など変化の激しい業界であることから、タイムリーに地域情報を得るためにも月次で訪問することが重要とされている。
営業の方法については、飛び込みによる直接訪問が中心であり、簡単な同社のサービス紹介と利用者の受入が可能な時間帯を示したチラシを配布、忙しいケアマネジャーの業務の支障とならないよう、1回の訪問は5分以内で終了することも多い。また、営業活動の担い手は、営業本部長（福祉用具貸与・販売事業所長と兼務）を初めとする常勤スタッフであり、日頃のサービス提供の合間を縫って訪問している。一見、常勤スタッフは介護に注力し、営業は専門の担当者が行ったほうが効率的に思われるが、同社では、セールス訪問時のケアマネジャーからの新規案件打診に対して、その場で対応の可不可を即答できるよう、実際にケアを行うスタッフ（最適は、サービス提供責任者）が営業活動も担っている。
なお、同社では、セールス先の居宅介護支援事業所に所属するケアマネジャー全員に会うことを目標としている（ケアマネジャーを3人抱えている事業所であれば、3人全員に会えるまで、訪問を続けるということ）。また、利用者獲得の目標件数に達するまで、セールスを継続することを原則としており、入院や死亡などによる利用者の自然減が発生する現状においては
、セールス訪問は「永遠に」行い続ける必要があると認識されている。
②困難事例への積極的な対応
同社では、クレームやセクハラ、スタッフに対する暴力行為などのため、複数の事業者から受入を断られているような利用者への対応に積極的に取り組むことを全社の方針として定めている。
困難事例への対応については、創業時から想定をしていたものではなかった。同社では2007年6月の開業に向けて、事業開始の2週間ほど前からケアマネジャーに対してセールス活動を行っていた。しかし、先行する事業者が既に地域のケアマネジャーとパイプを築いていたことなどから6月の第3週目あたりまで全く反応がないような状況であった。利用者ゼロでの開業も覚悟していたが、6月の最終週に入り、ようやく1件の利用者の紹介を受けることができた。しかしそれは、過去に約10事業所から受け入れを断られたいわくつきの利用者であり、佐藤氏によれば「最も不安なときに、最も大変な利用者」を受入れることとなった。
実際にサービスを開始してみると、些細なことで役所に苦情を訴えたり、ヘルパーの働き方を常に監視してクレームを付けてくるなど大変な困難事例であったが、それまで他の事業所が1ヶ月くらいでサービス提供を中断していた中で、同社では半年間継続することができた。結果として、介護技術やコミュニケーション等の接遇技術等の向上が図られ、また、ケアマネジャーからの信頼獲得につながった。以後、同社では、困難事例への対応をスタッフが成長し、また、ケアマネジャーからの信頼を得るための絶好の機会と捉え、積極的に取り組んでいる。

（３）人材の状況
現在、同社の職員数は、正社員34名、常勤パート5名、登録ヘルパー166名、介護スクール講師10名の計215名である。正社員34名のうち、福祉業界出身者は10名しかおらず、ほとんどが新規学卒者などの介護未経験者である。同社ではリクルート社の「リクナビ」などの求人サイトを活用した新卒採用を定期的に行っており、最近では有名大学の学生が、大手の同業他社の内定を辞退して同社を選択するケースも出てきている。
新卒の学生を多数採用している関係上、社内の年齢構成も若く、20代：50％、30代：20％、40代：0％、50代：23％、60代：7％となっており、従業員の平均年齢は36.7歳（社長の佐藤氏が36歳）である。なお、同社の離職率は7.4％である（平成23年度実績値：業界平均16.1％）。

①若手未経験人材の採用
同社の若手未経験人材を重視する姿勢は、創業直後の佐藤氏の経験を踏まえたものである。創業にあたり損益分岐点を利用者50人／月と見込み、その利用者数に一刻も早く到達すべく、前述のように困難事例であっても積極的に受入れを行い、また、新規利用者獲得のためにセールス活動を行っていた。
しかし、そうした中、同社に勤務する大手事業者出身のスタッフ2名が、佐藤氏のいないところで勝手に新規の仕事を断るケースが発生した。その職員らは、大手出身ということもあり経験豊富で、介護技術は高かったが、日頃から営業訪問や困難事例への受入れには消極的であり、現場が忙しくなっては、丁寧な仕事ができなくなると考え、新規の打診を断ったのである。佐藤氏は、当該スタッフとの考え方の違いを解消すべく積極的にコミュニケーションを行ったものの、考え方の溝は埋めがたく、半年から1年の間にその職員らは自主退職した。

結果的に経営者の意思決定に従わない従業員はいなくなったものの、今度はサービス提供人材の不足に直面することとなった。何とかスタッフを確保しなければ業務が回らないという状況で、経験者の採用を試みるがうまくいかず、窮余の策として編み出したのが未経験者の採用という手段であった。友人や知人に同社で働いてくれそうな人材がいないか尋ねてみると、大学を卒業した後に就職をしていないような高学歴の優秀な人材が意外と多く存在していた。しかも、そうした人材に実際に会ってみると、営業に対する拒否反応や介護に対する先入観もなく、受験勉強を潜り抜けてきただけあって勉強熱心ということが分かった。そこで、佐藤氏は、自身の考える戦略を実践するためには、介護のプロを採用するよりもこうした未経験人材を育成するほうが良いとの考えに至ったのである。

②人材の育成

介護未経験の新卒者が多いことから、同社では社費による外部研修への派遣や外部講師を招いての新人研修、資格取得の積極支援、キャリアパスの構築、海外視察（上海、ドイツ、韓国など）、佐藤氏自らによる隔週1回の直接面談などを行い、また社会人としての素養を身に付けるため新聞やビジネス書の講読を奨励するなど「人財」の育成に力を入れている。
また、研修や面談のようなフォーマルな育成メニューに加え、ベテランのケアマネジャーを若手のサービス提供責任者（サ責）と組ませ、サ責の指導にあたらせるといったインフォーマルな育成も行われている。この仕組みのポイントは、年齢や経験の差が大きい人材同士を組ませることにより、擬似的な親子関係・師弟関係を作り上げ、若手スタッフが素直にケアマネジャー側の助言等に耳を傾けられるようにしている点である。他社では、ケアマネジャーとサービス提供責任者の年齢が近いため、ケアの方針等についてお互いに譲らず、事業所の雰囲気が険悪になってしまうようなケースがある中で、同社では両者の良好な関係の創出と若手スタッフの知識習得に成功している。
（４）登録ヘルパーの確保
他の多くの事業者と同様に、同社においても収益の基盤は登録ヘルパーであり、登録ヘルパーをいかに確保するかという点が経営課題の1つとなっている。

同社では、ヘルパー確保に王道はないと考え、毎月1事業所あたり10万円のコストをかけて折込チラシの配布を継続している。併せて、ヘルパー定着（応募してきた人材を逃さず、働き出してからも離職をさせない）に向けた取組も行っている。
登録ヘルパーの定着を図るため、同社では、まず、採用面接に来たヘルパーの働き方に関する要望（働きたい時間帯、稼ぎたい金額、勤務日数、希望する仕事内容、家庭の事情、仕事に対するやりがいなど）について、細かく聞き取りを行うようにしている。その上で、常勤スタッフが担当する利用者を中心に20～30件の手持ち案件リストを面接の場で応募者に示し、希望に合致する案件があればその場で利用者宅への訪問日時を決めるようにしている。採用段階で本人の希望にあわせた仕事を提供することができれば、健康問題などよほどの事情がない限り、基本的に辞めることはなく、採用コストや離職率を抑えることが可能になるという。

　加えて、常勤スタッフには、同社に収益をもたらしてくれる登録ヘルパーを「お客様」と同等の存在と捉えて丁寧に接するよう厳しく指導するなど、直行直帰の働き方が基本となる登録ヘルパーが、悩みの相談などに立寄りやすく、また、気持ちよく働けるステーションの雰囲気づくりを心がけている。

なお、同社の登録ヘルパーは166名おり、その多くは近隣の主婦層だが、男性ヘルパーも比較的多く、その点は他社との違いが見られる。
（５）外部ネットワーク

　同社では、創業時にコンサルティングを依頼したさくらケアの荒井氏と現在も顧問契約を結び、社外ブレーンとして活用している。また、在宅介護サービス事業者の全国団体にも加盟し、国の政策や他の先進事業者の取組などについて情報収集を行っている。一方、神奈川県や横浜市など地元自治体とのつながりは、他の多くの中小事業者と同程度であり、さほど強くはない。
（６）組織風土
　同社は、企業としての歴史が短いことや介護未経験の若いスタッフが組織の中核にいること、介護をビジネスとして成立させたいという佐藤氏の強い思いなどを反映し、企業としての成長を強く志向する組織風土を有している。

（７）同社の業績
　同社の利用者数および売上高の伸びは順調で、優良事例として「日経ヘルスケア」をはじめ、専門誌・業界紙からの取材も多数受けている。直近の売上高は約2.3億円（平成24年度決算見込3.5億円）であり、収益も黒字基調である。また、キャッシュフローも堅調に推移している。さらに、一定の借入はあるものの金融機関との関係も良好で、これまでと同じようなペースで事業を拡大していく上では資金調達面での大きな不安はない。なお、同社の資本金は、2,500万円であり、株式の全てを佐藤氏が保有している。
４．社会情勢の変化と佐藤氏の問題意識
（１）同社を取り巻く社会環境の変化
これまで順調に事業を拡大してきた同社だが、佐藤氏自身は自社の先行きにいくつかの不安を感じている。

例えば、「団塊の世代」の高齢化が進み、同世代の要介護者が増加するにつれて、サービスに対する要求水準が高い利用者が増えることが予想される。利用者ニーズの高度化・多様化に対応するには、より一層、質の高いサービスを提供できる人材を確保・育成する必要があったが、そうした人材を処遇するポスト（役職）をどう確保するかという点は頭が痛い問題であった。
また、厚生労働省による「地域包括ケアシステム」の構築に向けた動きも気がかりであった。「地域包括ケアシステム」とは、「日常生活圏域」（おおむね30分以内で移動できるエリア）において医療、介護、予防、住まい、生活支援を一体的に提供するサービスのことであり、その核が、2012年の介護保険法改正により新たに創設された「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」サービスである。この「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」は、「ポスト訪問介護」として注目されるサービスであり、同社の主力事業と競合をする一方で、看護師・夜勤スタッフなどの人材確保やICT機器への投資、利用者ニーズの不透明感といった問題があり、また、ケアプラザのように参入事業者が自治体による公募で決まる可能性があるなど中小規模の事業者にはリスクが高く、参入がしづらいサービスであった。
（２）佐藤氏の考える対応策
　事業の将来に対する不透明感に対応すべく、佐藤氏はこれまで以上の早さで事業規模を拡大していかなければならないと感じていた。事業を拡大することで、人材処遇のためのポスト新設が可能となり優秀なスタッフの確保・定着につながり、また、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」のサービス提供基盤の確立にも有益と考えられたためである。
しかし、同社の事業拡大にはいくつかのボトルネックが存在していた。まず、これまでよりも早いペースで主力の訪問介護事業を拡大していくためには、収益の基盤となる登録ヘルパーについてもより早く、安定的に確保しなければならないが、今のままのやり方ではそれは非常に難しいと感じられた。
また、質の高いサービスを提供する事業所に対して介護報酬の加算を認める特定事業所加算を取得し、登録ヘルパーから比較的確保しやすい正社員へとサービスの提供主体を切り替えることで、採算を維持しつつ事業を拡大する選択肢も検討していた。しかし、ケアプラザが自法人の居宅介護支援事業所へ要介護者を誘導することが認められている中で、加算事業所の利用が見込める利用者はケアプラザを運営する法人内部で囲い込まれてしまう可能性が高かった。
（３）佐藤氏の悩み
　果たして同社は、事業の拡大をどのように行えばよいのだろうか？訪問介護事業を主力とした事業展開をこのまま続けるべきなのだろうか？あるいは、訪問介護以外の事業で拡大を図るとすればどのような事業が同社の強みを活かせるのか？事業エリアは現状のままでよいのか？また、より根本的な問題として、事業の拡大が今後の環境変化へ適応するための最善策なのか？同社では、佐藤氏と幹部職員との間で議論が続けられていた。
○資料編

図表１：株式会社若武者ケア 社長あいさつ（同社HP抜粋）
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出所：同社ホームページ
[image: image1.png]#HEBLID

CORUE R ERE T TOR— L=
VET,

BT, BT ST
LITLBSHTT.

IR EAELDTEOHSERTH, T, SESI SR RSN T, RS
RRETHOIEA, “EEEBERUORIE LB AL T, FRI1OEAAC
RS ERET PABEL LR,

BT NEER T SIEOBN L TR FOBODIEAEATLET .

EEL

ST

T A —E SRS T

D HEDRITIOHFTCHD

SIEDFR TR S50 TUTATSI ST BRBEL. DN E
| EURERE O # | R 0D AR E o TR B, HEI Tl THEEAN
BARITSBIENTTE D,

@ ABBICHRETES
NEORSETIDEREDT # 15, 1 TR SRS AN
FAB, SEOBHTEONE T HEERTE A 25,

B BROLyTT—Tob
FRTDEENG VI, SEBSNET AT —Tob, &
T S RORHEERS DERITUTL It L, £

. WD - R,
BN

HITHABL HES EEER SO —E AT S BB E I, 1AM T I, Ve
SipCEITEE, DS CHROI3Y FALCHRL BUET.

IFNIES T

FraEeA
HEEUERETT
R (R T



図表２：横浜市 行政区分地図

出所：無料地図素材「ちずそ」よりダウンロード
http://tizuso.web.fc2.com/yokohamasityousonmei.html
図表３：横浜市の介護保険被保険者数の現状
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出所：横浜市健康福祉局ホームページ
図表４：横浜市の要介護者数の推移（要支援を含めた総数）
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出所：横浜市健康福祉局ホームページ
図表５：横浜市内の介護保険サービス事業所数（2012年8月時点）
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出所：横浜市健康福祉局ホームページ
図表６：横浜市南部地域の主要訪問介護サービス事業者（200法人中利用者数上位10法人を抜粋）
	NO.
	法人名
	特徴
	利用者総数
	うち訪問介護
	うち介護予防

	1
	A社会福祉法人
	横浜市の外郭法人（財団）を母体とする社会福祉法人。市内18ヶ所でケアプラザを運営。
	2,300人
	1,600人
	700人

	2
	B社会福祉法人
	特養や地域ケアプラザから訪問系サービスまでフルラインで事業を展開。横浜市全体で事業展開。
	1,200人
	800人
	400人

	3
	C株式会社
	横浜市を拠点に全国展開する大手上場在宅介護事業者。近年はデイサービスに注力。
	900人
	600人
	300人

	4
	D社会福祉法人（関係会社 E社含む）
	市内港南区に拠点を置く社会福祉法人。横浜市初の認可法人であり、特養、ケアプラザ4ヶ所を運営。
関係会社では、訪問美容や建物管理も実施。
	800人
	550人
	250人

	5
	F株式会社
	市内南区に拠点を置き、横浜、川崎を地盤とする営利法人。障害者向けサービスも展開。
	600人
	500人
	100人

	6
	株式会社若武者ケア
	2007年に創業し、現在、市内3ヵ所に事業所を展開。開業3年目で利用者200人超えを達成。訪問介護事業が主力。
	450人
	300人
	150人

	7
	G株式会社
	大手上場法人の地域事業会社。横浜・川崎を中心に県下全体で事業を展開。
	400人
	250人
	150人

	8
	H社会福祉法人
	市内南区に拠点を置く、市民活動グループ発祥の社福。2005年にNPOから社福へ移管。障害福祉、母子生活支援なども展開。
	360人
	260人
	100人

	9
	I特定非営利活動法人
	市内金沢区に拠点を置くNPO法人。市内と横須賀市の障害者・高齢者に対してホームヘルプ、ケアプラン作成サービスを提供。
	330人
	310人
	20人

	10
	J特定非営利活動法人
	市内西区に本部を置くNPO法人。西区と金沢区およびその周辺地域において、介護タクシー事業を展開。通院等乗降介助の実績多数。
	270人
	260人
	10人


出所：同社資料より作成
[image: image6.emf]図表７：地域ケアプラザの概要（例）
出所：横浜市健康福祉局ホームページ
図表８：株式会社若武者ケアの業績

	年度
	売上高

（2月決算）
	訪問介護サービス利用者数（各年度2月末・2012年度は6月末時点）

	
	
	全数
	港南事業所
	南事業所
	金沢事業所
	西事業所
	戸塚事業所

	2007年度
	930万円
	38人
	38人
	―
	―
	―
	―

	2008年度
	4,500万円
	106人
	106人
	―
	―
	―
	―

	2009年度
	9,400万円
	202人
	202人
	―
	―
	―
	―

	2010年度
	1.6億円
	281人
	228人
	53人
	―
	―
	―

	2011年度
	2.3億円
	398人
	239人
	109人
	40人
	10人
	―

	2012年度
	3.5億円(見込)
	441人
	245人
	123人
	43人
	21人
	9人


出所：同社資料より作成
	事業
	売上構成比
（％）
	収益性
	状況

	訪問介護
	80.0%
	高い
	· 徹底した営業訪問や困難事例へ積極対応によりケアマネジャーからの信頼を獲得。

· 同社の主力事業として順調に事業所数、利用者、売上高が拡大。

· 収益性が低いとされている訪問介護事業における成功事例としてマスコミ等からの取材多数。

· 多くの事業者と同様、登録ヘルパーの確保に苦戦。

· 現段階で加算事業所はなし。

	居宅介護支援
	8.0%
	低い
	· ほぼ創業時から手がける事業だが、現状、収益は低迷。
· スタッフが若く加算要件を満たしていなかったが、近く主任ケアマネが就任し、加算を取得する予定。

	福祉用具貸与・販売
	2.5%
	低い
	· 男性職員の活用、軽度者の自立支援を目的として設置。

· 収益的には厳しいものの、訪問介護よりも一回り広い営業エリアを設定し（半径10km圏内）、訪問介護の営業を行う前の情報収集部門、新規地域への切り込み部門として活用。
· 責任者は、異業種（不動産）出身者。

	保険外サービス
	0.5%
	高い
	· 現状、家事援助など訪問介護の延長線上のサービスにとどまる。利用はごくわずか。

	住宅改修
	1.0%
	低い
	· 横浜市の指定事業者として受領委任払に対応。利用が少なく、売上、利益ともに業績への影響は軽微。

	スクール事業
	8.0%
	高い
	· 国の緊急人材支援事業の一環として、失業者を対象に「介護職員基礎研修」および「福祉用具専門相談員」の資格が取得できる講座を開講。
· 介護の明るい側面を伝えることをモットーにカリキュラムを検討。

· 現状の事業内容では恒久的な収益源とはならず。


出所：同社資料より作成
図表９：株式会社若武者ケアの営業活動
	項目
	活動内容

	営業目的
	· 営業活動の目的は、「事業所の認知度向上」「新規利用者の獲得」「地域情報の収集」が中心

	営業対象
	· 自事業所を中心とする半径5km圏内の居宅介護支援事業所100件～200件（ほぼ全数）

· 競合先の訪問介護事業者が運営する事業所へも訪問

· 訪問先のケアマネジャー全員に会えるまで訪問を継続

	営業方法
	· 飛び込みによる直接訪問（メールマガジンやDM等は使用せず）

· 訪問時間は5～10分程度（5分以内の場合もあり）

· 対応可能なヘルパーがいることを伝えることが中心

	営業の担い手
	· 営業本部長（福祉用具貸与・販売担当）および常勤スタッフが業務の合間に訪問を実施


出所：同社資料より作成
[image: image7.emf]図表10：株式会社若武者ケアの経営理念・特徴・魅力

出所：同社ホームページ
図表11：地域包括ケアシステムの考え方
[image: image8.emf]
出所：厚生労働省資料

図表12：定期巡回・随時対応型訪問介護看護の概要
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[image: image10.emf]
出所：厚生労働省資料

出所：厚生労働省資料
� 本ケースは、研修討議の資料とするため民介協研修事務局および(株)浜銀総合研究所が(株)若武者ケアの佐藤雅樹氏の協力のもと、公表データおよび取材により作成したものである(2012年9月作成)。よって、特定の経営管理上の適切あるいは不適切な状況を例示しようとするものではない。


� 同社では、死亡や入院による利用者の休・廃止率を経験的に4％と見込み、減少分のカバー＋2～3件の新規利用者獲得を目標に営業活動を行っている。
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